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Ⅰ．はじめに

我が国においては，消費税増税を含む社会保
障と税の一体改革による財政再建が進められて
おり，2014年４月には消費税率が５%から８%
に引き上げられたが，こうした消費税増税を重
視する財政再建に批判的な論者も存在する。そ
うした論者の中には，ハーバード大学のAlesina

教授らの論文に言及し，消費税増税を批判する
者もいる。例えば，竹中（2011）は，Alesina

教授の指摘として，「まず，増税政策から財政
再建を始めた国は，必ずといってよいほど失敗
している（竹中（2011），161頁）」と述べた後，
さらに「アレシナ教授は，財政再建に成功した
事例から『アレシナの黄金律』と呼ばれる数字
を導き出しています。財政再建に成功した先進
国は，歳出削減で減らした金額と増税で増やし
た金額の比率が，だいたい「７対３」か「２対

本稿では，Alesinaらの財政再建における歳出削減と増収措置の割合についての主張が
我が国に当てはまるかを検討した。Alesinaらは，①公務員給与削減が民間賃金低下をも
たらし，企業投資を刺激する，②増税は労働コストを引き上げる，③増税よりも公務員給
与削減・社会保障支出削減の方が政治的に困難なため，後者の実施が政府の財政再建への
信頼を増すとし，増税中心の財政再建の有効性に疑問を呈したが，これらの指摘は我が国
には当てはまらない。すなわち，①人事院勧告制度の下，公務員賃金は民間賃金に準じて
決定される一方，企業別労働組合制度の下，公務員賃金が民間賃金に与える影響は限られ
る。この点を，人事院報告の公務員賃金および民間賃金の時系列データに基づくグレン
ジャー因果性の検定により確認した。②社会保障と税の一体改革は，労働コストに直接影
響を与える社会保険料の増加を消費税増税により抑制することが目的である。③我が国で
は，消費税増税への政治的反発の方が強い。Alesinaらの主張を，その根拠とされる要因
が我が国に該当するかを十分検証することなく持ち出し，消費税増税等の増収措置の早期
実施に反対することには非常に問題が多い。
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１」になっているというのです。この黄金比を
無視して，たとえば歳出削減額１に対して増税
額を２にした国は，財政再建には失敗してしま
う。これがアレシナの黄金律の教えです（竹中

（2011），163頁）」と述べている。同様の指摘
は，経済ジャーナリズムにおいても散見され
る。田巻（2012）は，Alesina教授の研究成果
として，「（１）財政再建を成功させるには，社
会保障費などの歳出削減を先行させ，増税はそ
の後に実施する，（２）歳出削減と増税の割合
は７対３－という事実」があるとし，アレシナ
の黄金律に挑戦するものとして，消費税増税先
行の財政再建を批判している。国会においても
アレシナの黄金律に言及する質疑が行われてお
り，我が国における財政再建を巡る議論におい
て，アレシナの黄金律と呼ばれる主張が取沙汰
されることが多くなっている１）。

しかしながら，これらの主張の中には，そも
そもAlesinaらの議論についての誤解に基づく
ものがある。さらに，Alesinaらの主張につい
ては，最近の IMFスタッフの論考等により疑
問が呈され，論争が行われている。また，後述

するように，Alesinaらの議論で想定している
メカニズムが，我が国に適用できるのかについ
ても，様々な問題がある。

本稿においては，まずAlesinaらがその論文
で財政再建における歳出削減と増収策の割合に
つきどのような主張をしているかを概説し，い
くつかの誤解を指摘した後，この主張を巡る最
近の議論を紹介する。さらに，Alesinaらが想
定しているメカニズムが我が国に適用できるか
につき論じ，我が国における財政再建のあり方
についての含意を考察する。本稿の結論は，望
ましい財政再建のあり方は各国の事情に依存す
るところが大きく，Alesinaらの主張が我が国
について当然に適用できるものではなく，さら
なる歳出削減が必要なのは確かとしても，財政
再建のため，相当規模の消費税増税の早期実施
は不可避であるというものである。我が国の一
部の論者に見られるAlesinaらの主張に関する
怪しげな議論を排し，最新の研究の成果を踏ま
えた財政再建を巡る議論がなされることが強く
望まれる。

Ⅱ．Alesinaらの指摘

Ⅱ－１．Alesinaらが指摘した点
Alesina and Perotti （1996）においては，1960

年から1994年の間のOECD諸国につき，まず
財政再建（“tight fiscal policy”）の期間を定義
した２）。具体的には，Blanchard（1990）の方
法で景気循環の影響を除外したプライマリー財
政赤字のGDP比率が1.5%超の規模で減少した

年，または２年間にわたり，1.25%以上のGDP

比率の減少が続いた年を，財政再建期間と定義
する。その上で，成功した財政再建を次の２条
件のいずれかを充たした財政再建と定義する。
２条件とは，①財政再建期間後の３年間につ
き，景気循環調整後のプライマリー財政赤字の
GDP比率が財政再建期間の最終年の同比率を

１）例えば，2012年６月６日衆議院・社会保障と税の一体改革に関する特別委員会における石井登志郎議員の質疑，
2012年７月24日参議院・予算委員会における江口克彦議員の質疑等。

２）Alesina and Perotti（1996）では，“tight fiscal policy”と“fiscal adjustment”という用語をあまり区別しないで
使用していることから，本稿では，両者につき「財政再建」との訳を用いることとする。
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平均して２%以上，下回っているか，②財政
再建期間の３年後に，プライマリー財政赤字の
GDP比率が財政再建期間の最終年の同比率を
５%以上，下回っていることである。（これら
の定義が，財政関連の指標の実績値に着目した
ものであることに留意されたい。）

同論文は，こうして分類された財政再建につ
き，財政再建が主に政府支出削減で行われた
か，増収策により行われたかをチェックしてい
る。成功した財政再建においては，財政再建の
73%が政府支出削減により行われているのに対
し，成功しなかった財政再建では，財政再建の
44％が増収策により行われていた。さらに政府
支出削減の内容については，成功しなかった財
政再建では，政府支出削減の３分の２が公共事
業削減により行われたのに対し，成功した財政
再建では，公共事業削減の割合は５分の１にす
ぎなかった。また，社会移転費および政府部門
の賃金削減が，成功した財政再建では，財政削
減のGDP比で1.2%を占めるのに対し，成功し
なかった財政再建では，0.2%より小さい額に
留まっている点を強調している。

同様の点は，より新しい1970年から2007年
までのデータを用いたAlesina and Ardagna 

（2010）においても指摘されている。ただし，
定義は若干，変更されている。財政再建（fiscal 
adjustment）期間は，景気循環調整後のプライ
マリー財政赤字がGDP比で1.5%以上改善した
年のみとされた。その中には，日本の1984年，
1999年，2001年および2006年も含まれている

（同論文Table A.1）。その中で，財政再建期間
当初と財政再建期間終了２年後の間のGDP成
長率と同時期のG７諸国のGDP成長率の加重
平均の差が，全ての財政再建事例の同数値の分
布上，下から75%に当たる数値よりも大きい
場合を，「景気拡大的な財政再建（“expansion-

ary fiscal adjustment”）」と定義した。また，財
政再建期間の３年後に，プライマリー財政赤字
のGDP比率が財政再建期間の最終年の同比率
を4.5%超，下回っている財政再建を「成功し
た財政再建（“successful fiscal adjustment”）」

と定義している。日本の財政再建については，
景気拡大的な財政再建や成功した財政再建に該
当するものはないとされている。景気拡大的な
財政再建および成功した財政再建とそうでない
財政再建につき，政府支出削減の割合と増収策
の割合を示した図が，図１（Alesina （2010），
Table １）である。成功した財政再建および景
気拡大的な財政再建において，歳出削減が占め
る割合は，それぞれ67.44%および56.02%であ
るのに対し，成功しなかった財政再建および景
気収縮的な財政再建については，同割合が
38.86%および37.33%となっている。このこと
から，Alesina（2010）は，歳出削減による財
政再建がより成功する可能性が高いと結論づけ
ている。これらの結果が，我が国においては，
Alesinaの分析として紹介され，上述のような
主張の根拠とされてきた。

Ⅱ－２．Alesinaらが指摘していない点
Alesinaらの論文における分析結果は以上の

とおりだが，我が国の一部論者の議論におい
て，Alesinaの主張とされながら，Alesina and 
Perotti （1996）やAlesina and Ardanga （2010）
においては，指摘されていない点がある。

一つは，上述のように彼らの分析は，財政再
建における歳出削減と増収策の割合に関するも
ので，歳出削減と増収策のタイミングについて
は，特に分析を行っていないという点である。
実際に，成功した財政再建においても増収策は
含まれており，増収策が後送りされたわけでは
ない。従って，「増税政策から財政再建を始め
た国は，必ずといってよいほど失敗していると
アレシナ教授が指摘している」との竹中（2011）
らの記述は事実と異なるものである。

もう一つは，若干瑣末な点ではあるが，上述
のように，我が国においては，「アレシナの黄
金律」との表現がよく用いられているが，Ale-

sinaらは，自分達の指摘について，「黄金律（英
語では，“golden rule”）」という表現は用いて
いないという点である。その背景には，財政改
革の文献において，“golden rule”という表現
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は全く別の意味で用いられるという事実があ
る。実は，財政改革の文脈では，golden rule
は，国債発行を政府の社会資本投資の範囲に留
める財政原則のことを意味する。すなわち，我
が国の財政法に規定される建設国債原則のこと
である。各国の財政改革において何らかのルー
ルを定めることが検討されているが，その選択
肢の一つとしてあげられるのが，golden ruleで
ある。1947年の財政法施行以降，建設国債原
則を規定している我が国は，golden rule 導入
の先進国であるが，現在，例外的に特例国債発
行を余儀なくされている状況にある。従って，

「我が国の財政につき，golden rule （黄金律）
を導入せよ」といった議論は，国際的には非常
に奇妙な主張であることを認識する必要があ
る。

Ⅱ－３．Alesinaらの主張を説明するメカニズム
Alesinaらの財政再建における歳出削減と増

収策の割合に関する指摘が，我が国に適用され
るかを考慮する上で重要なのは，歳出削減によ
る財政再建が，増収策による財政再建よりも成
功する理由として，どのようなメカニズムが存

在しているかということである。伝統的なケイ
ンジアン・モデルにおいては，増税の場合に
は，減少した可処分所得の一部が貯蓄の取崩し
で補填されるため，増税額の全てが有効需要縮
小につながらず，政府支出拡大の効果と比較し
て，乗数が小さいとされている。その場合，増
税による財政再建の方が，歳出削減による財政
再建と比較して，景気への悪影響は小さいはず
である。従って，Alesinaらの分析結果を正当
化するためには，財政再建が景気に好影響を持
つとするいわゆる非ケインジアン効果が存在す
る必要がある。しかも，増税ではなく，歳出削
減の場合のみ，非ケインジアン効果をもたらす
ようなメカニズムの存在を示す必要があること
になる。

非ケインジアン効果がもたらされる有力なメ
カニズムとしては，財政破綻となるリスクが減
少するために，①家計の予備的動機による貯蓄
が減少し，消費が刺激される効果および②リス
ク・プレミアムの減少により，金利が低下し，
企業投資および個人消費（特に耐久財消費）が
刺激される効果が考えられる。しかし，財政破
綻となるリスクは，税負担が税収最大限となる

図１　財政再建における増収策と歳出削減の割合
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水準（tax limit，ラッファー・カーブの頂点）
に近くない限りは，増収策による財政再建でも
歳出削減による財政再建でもあまり変わらない
と考えられるため，これらの効果は，財政再建
による非ケインジアン効果は説明できても，増
収策による非ケインジアン効果は小さいとの説
明にはなっていない。

次に考えられるのが，将来の財政政策の予想
を変えることにより生じる富効果を通じて消費
が刺激される効果である。すなわち，歳出削減
が将来の政府消費の減少を意味するとすれば，
政府の異時点間の予算制約式の下，将来の税負
担も減少すると予想されるため，期待生涯可処
分所得の増加を受け，家計が消費を増加させる
との考え方である。逆に，増税が将来の政府消
費の増大を予想させる場合には，将来の税負担
増加が予想され，家計は消費を減少させること
になる。しかし，マクロ経済モデルでよく想定
されるように，政府支出削減の対象が全て財の
購入の形を取る政府消費の場合には，そうした
効果が期待されるとしても，Alesinaらが財政
再建に有効と主張する社会移転削減や公務員の
賃金削減の場合には，社会移転の受給者や公務
員の期待生涯所得も低下するため，単純に将来
の歳出削減が富効果をもたらすとは言えなくな
ることに留意する必要がある。また，Alesina 
and Perotti （1996）が指摘したように，現時点
での歳出削減や増税が，どれだけ将来の政府支
出の変化の予想につながるかを実証的に確認す
るのは難しいという問題がある。

このように，非ケインジアン効果を説明する
これらのモデルでは，増収策による財政再建の
効果は小さいことを説明することが難しいこと
を踏まえて，Alesina and Perotti （1996）およ
びAlesina et al. （2002）は，労働組合が賃金決
定に大きな影響力を持つとの前提で，①公務員

給与の削減が，民間の労使交渉に影響を与え，
民間の賃金水準を減少させるため，民間企業の
人件費減少・利潤増加を通じ，企業投資が刺激
される，②所得税増加や社会保険料増加が労使
交渉を通じて，民間企業の人件費を増加させ，
利潤を圧縮することにより，企業投資が抑制さ
れるという２つの企業投資に関するメカニズム
が非常に重要であるとの主張を行った。

また，Alesina and Perotti （1996）は，政府
が政治的に非常に困難と思われる財政再建方法
を採ることにより，国民に政府の財政再建意思
が強固であり，財政再建が進むとのシグナルを
送ることが，非ケインジアン効果を強化すると
の見方も示している。すなわち，増税等の他の
財政再建方法と比較して，社会移転の削減およ
び公務員賃金の削減が政治的に最も困難である
ため，これらの措置の非ケインジアン効果は大
きく，これらの措置に基づく財政再建は成功す
ると主張している。

従って，「成功する財政再建のためには，増
税よりも歳出削減に基づくべき」とのAlesina 
and Perotti （1996）の議論が我が国にも適用さ
れると主張するためには，①公務員賃金を削減
すると，労使交渉を通じて民間賃金も減少す
る，②所得税増税・社会保険料引上げが労使交
渉を通じて，人件費を上昇させ，企業投資を減
少させる，③増税よりも社会移転削減および公
務員賃金削減の方が政治的に困難であるとのメ
カニズムが，我が国の財政再建においても成立
することを示す必要があることになる。しかし
ながら，筆者の知る限り，我が国においてAle-

sinaらの議論を当てはめようとする論者は，こ
うした点につき検証を行っていない。本稿の第
４節以降においては，これらのメカニズムが我
が国の財政再建についても成立するかを見てい
くこととする。
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Ⅲ．Alesinaらの指摘を巡る最近の議論

Ⅲ－１．IMF World Economic Outlook （2010）
Alesinaらの指摘は，①財政再建は長期的な

経済成長のみならず，短期的にも景気拡大をも
たらしうる，②増税よりも歳出削減に基づく財
政再建の方が景気収縮につながらず，成功する
可能性が高いとするものであるが，2010年の
IMFのWorld Economic Outlookの第３章は，
このうち，特に①につき疑問を呈している。

同章は，まず財政再建期間の特定化の方法に
つき，Alesinaらが用いた事後データに基づく
特定化では，資産価格の高騰等の影響によるプ
ライマリー財政赤字の減少を財政再建実施と認
識してしまうこと，景気の想定外の悪化で財政
再建を停止した場合は除外されることによるバ
イアスが存在することなどの問題を指摘し，
Romer and Romer （2010）等と同様に，意図さ
れた財政再建を対象とした分析を行っている３）。
具体的には，OECD Economic Surveys, IMF 
Staff Reports, 各国の財政関連文書等を分析し，
1980年から2009年の間に日本を含む15の先進
国で実施された財政再建策を特定化した。

こうして特定化した実際の政策ベースの大規
模な財政再建の期間は，Alesina and Ardagna 

（2010）とかなり異なるものとなっている。例
えば，我が国については，Alesina and Ardagna 

（2010）は，1984年，1999年，2001年および
2006年に大規模な財政再建があったとしてい
るが，IMFのEconomic Outlook は，1997年の
みを財政再建期間としている。このうち，Ale-

sina and Ardagna （2010）が日本の財政再建が
あったとする1999年は，1998年に一般会計に
よる国鉄清算事業団の債務承継があったため，

その反動で表面的に財政状況が大幅に改善した
ように見えるだけであった。また，同じくAle-

sina and Ardagna （2010）が日本の財政再建が
あったとする2006年についても，景気循環の
影響の除去の方法の違いに加え，一時的な会計
間の操作の影響につき指摘がなされている。

（IMF（2010），第３章Appendix 3.3参照。）
その上で，パネルデータを用いて，財政再建

策実施に対する国内総生産の平均的なインパル
ス応答を推計する方法で，財政再建策の影響を
見ている。

その結果，同章では，財政再建は短期的には
景気収縮に働くのが典型的であり，GDP１%
相当の財政再建が２年後にGDPを約0.5%低下
させるとした。同時に，財政再建は長期国債金
利の低下，自国通貨の減価，そして純輸出の増
加につながることを指摘した。この点は，Ale-

sinaらの主張と異なる点である。
他方，本稿の主要課題である財政再建におけ

る歳出削減と増税の構成比については，増税中
心の場合，GDP比１%の財政再建が２年後，
GDPを1.3%低下させるのに対し，歳出削減中
心の場合は，統計的に有意な影響はないとして
おり，この点は，Alesinaらの主張と変わらな
い。しかし，その理由については，同章は，財
政再建に対する中央銀行の金融政策の対応の違
いに基づくのではないかとしている。すなわ
ち，中央銀行が歳出削減中心の財政再建をより
財政再建へのコミットメントが強いものと考
え，金融緩和を実施するのに対し，増税，特に
間接税の増税の場合には，中央銀行はインフレ
を警戒して，金融緩和に慎重であることから，

３）同章においては，例として我が国において，1997年に開始された財政再建計画が1998年の金融危機により停
止された事例をあげている。
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GDPへの悪影響が相対的に大きいのではない
かと指摘している。

Ⅲ－２．Mauro（ed） “Chipping Away at Public 
Debt” （2011）
財政再建における歳出削減策と増収策，特に

増税の割合についての，より注目すべき論文と
しては，IMFスタッフらの研究をまとめた“Chip-

ping Away at Public Debt” （2011）所収の諸論
文がある。その一つであるAbbas et al. （2011）
は，EU諸国につき事前に計画された財政再建
策と，実際に実施された財政再建策の違いにも
着目して，分析を行っている。その結果，Ab-

bas et al. （2011）は，財政再建における歳出削
減と増税の割合につき，次のような興味深い結
論を得ている。

大規模な財政再建計画においては，計画時に
は歳出削減の役割が増収策よりも大きいものが
典型的であった。さらに，増収策を含んだ財政
再建策は，全件数の１/３程度であったが，明
確な増税策（税率の引上げ，各種控除の廃止
等）を盛り込んだものは，さらにその半分もな
かった。しかし，そうした明確な増税策を含ん
だ財政再建策の大部分の事例では，財政再建期
間を終了しても，増税による財政赤字削減の効
果が継続していた。他方，明確な増税策を含ま
ない残りの財政再建策においては，増収策は，
徴税強化，脱税防止および一般的な課税ベース
の拡大といった具体性を欠くものであった。ま
た，Alesinaらのように事後データに基づき特
定化したGDP比１%以上の増収策は，ほとん
どが一時的な増収策や想定外の景気好転・資産
価格高騰による増収等に基づくものであった。

他方，実際に実施された財政再建策は，計画
とはかなり異なるものであった。全体的には，
財政収支（利払い含む）の改善幅の４/５は歳
出削減によるものと計画されていたが，実際に
は，歳出削減による分は，半分より少なく，１
/４は増収策により，残りは金利低下に伴う利
払い費の低下によるものであった。

こうした分析から，事後的なデータに基づい

たAlesinaらの分析の問題点が明らかになる。
すなわち，事後データにおいては，構造的な増
税だけではなく，一時的な増収措置や想定外の
景気好転や資産価格高騰等も増収策に含まれて
しまうため，それらに基づく財政再建の効果は
一時的との結論を得てしまう。しかし，実際に
は，税率引上げ・各種控除廃止等の明確な増税
策に限って分析すれば，財政再建期間後も多く
の場合，増収につながっている。このため，同
論文は，財政再建計画における歳出削減と増税
の割合は，実施段階での成功とは関係ないとの
結論を得ている。

これらの分析結果を踏まえ，同書の結論にお
いては，財政再建における増収策・歳出削減の
割合については，各国の社会的選好と財政構造
の特徴を反映すべきとしている。過去の事例で
は，元々，大きな政府の先進国（特に欧州諸
国）において歳出削減策が中心となっていたの
は，そうした見方と整合的だが，債務比率引下
げのためには，いくつかの先進国では，財政再
建策に増収策を含む必要があるとする。過去の
財政再建の実施状況に鑑みれば，歳出側につき
歳出上限の有効性を高めるような措置を講じる
ほか，歳出削減計画がうまく進まない場合の歳
入側の追加的な政策も準備する必要があると指
摘している。

Ⅲ－３．Alesinaらの反論
IMF（2010），Abbas et al. （2011）らの批判

に対して，Alesinaらは最近のAlesina and Ard-
agna （2012），Alesina et al. （2012）において反
論を試みている。

まず，Alesina et al. （2012）においては，IMF

のDeviries et al. （2011）の事前の政策意図に基
づいた財政再建期間の定義を用いつつ，その期
間内の各年の財政政策につき，歳出削減中心
か，増収策中心かを分類した上，GDPへの影
響を推計し，再び歳出削減の方が，増税と比較
し，GDPへの悪影響が少ないとの結論を出し
ている。また，IMF（2010）等で重視されてい
る中央銀行の金融政策の影響についても重要で



財政再建における増収措置と歳出削減の割合に関するAlesinaらの議論は我が国に適用されるのか？

－98－

はないと主張している。
さらに，Alesina and Ardagna （2012）は，

IMF（2010）の指摘のうち，過去のAlesinaら
の財政再建期間の条件では，景気の想定外の悪
化で財政再建を停止した場合が除去されるとの
批判を踏まえ，新たに複数年にわたる財政再建
計画の有無を判断する条件を設定した。

具体的には，
①　財政再建（fiscal adjustment）

景気循環調整後のプライマリー・バランスの
GDP比が毎年改善し，２年間累積で２%改善
した場合，または景気循環調整後のプライマ
リー・バランスが毎年改善し，３年間以上での
累積の改善幅が３%以上の場合
②　成功した（successful）財政再建

財政再建期間終了２年後の債務のGDP比率
が，財政再建終了後の債務のGDP比率よりも
低い場合
③　景気拡大的な（expansionary）財政再建期間

財政再建期間中の実質GDP成長率がその前
の２年間の実質GDP成長率よりも高い期間（同
時に，財政再建期間中の実質GDP成長率とG

７諸国の平均成長率の差が，財政期間前の２年
間の同じ差よりも高い場合も検討。）

この条件に照らして事後データに基づき選定
したOECD諸国の財政再建のうち，成功した
もの，また景気拡大したものにつき，歳出削減
が中心であることを指摘し，過去の分析が正し
かったと主張している。もっとも，我が国につ
いては，上記の基準で，1979年～1987年の間
を成功した財政再建とし，またG７諸国との比
較で見ると景気拡大的と分類している。しか

し，実際にはこの期間は，「増税なき財政再建」
を進めたものの，十分な財政再建が進まなかっ
た時期である。だが，その直後の時期は，1980
年代後半のバブル発生により一時的に財政再建
が成功したかに見える時期に当たり，このた
め，成功事例とされているものと考えられる。
Alesina and Ardagna （2012）が成功例として挙
げる我が国の財政再建の事例は，むしろ各国の
事情を十分勘案せず，事後データに基づく定義
により一律に財政再建の分類を行うことの問題
点を示しているものと考えられる。

また，Alesina and Ardagna （2012）は，Alesina 
et al. （2012）と同様に，IMFのDevires et al. （2011）
の事前の政策意図に基づく財政再建のデータに
基づく分析も行っており，やはり増税中心の財
政再建は景気抑制的だが，歳出削減中心の財政
再建はそうではないとの結論を得ている。

このように，オリジナルのAlesina and Per-
otti （1996）の分析については，IMFの研究者
らによる非常に重要な批判がなされ，歳出削減
と増税の影響についてのAlesinaらの結論にも
疑問が呈されることとなったが，Alesinaらも
反論を行っており，まだ最終的なコンセンサス
に至っていない状況にある。

こうした中，Alesinaらの主張が我が国に適
用されるのかという観点から考察を行うこと
は，現在行われている論争に一石を投じる意味
でも有意義と考えられる。次節以降において，
Alesinaらの主張で重視されているメカニズム
が，我が国においても重要かどうかを検討して
いくこととする。

Ⅳ．Alesinaらの議論は，我が国に適用されるか？（その１）

上述のように，「成功する財政再建のために
は，増税よりも歳出削減に基づくべき」との
Alesina and Perotti （1996）の議論が我が国に

も適用されると主張するためには，①公務員給
与を削減すると，労使交渉を通じて民間賃金も
減少する，②所得税増税・社会保険料引上げが
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労使交渉を通じて，人件費を上昇させ，企業投
資を減少させる，③増税よりも社会移転削減お
よび公務員給与削減の方が政治的に困難である
とのメカニズムが我が国においても重要である
ことを示す必要がある。本節では，そのうち，
まず①の公務員給与削減により，労使交渉を通
じて民間賃金も減少するとのメカニズムが，我
が国で成立するかを検討する。

Ⅳ－１．公務員給与削減が民間賃金減少をもた
らすメカニズムに関する諸モデル
公務員給与削減（公務員賃金引下げまたは公

務員雇用削減）が民間賃金やさらにマクロ経済
に及ぼす影響については，これまであまり多く
の研究はなされてこなかったが，伝統的なケイ
ンズ経済学に基づけば，公務員雇用の削減は，
民間賃金が硬直的である限り，失業者の増加を
意味し，景気を悪化させる。公務員雇用を維持
したままの公務員賃金の引下げも，公務員家計
の可処分所得の低下を通じ，消費を低下させ，
景気に悪影響を及ぼすこととなる。

これに対し，Alesina et al. （2012）は，労働
市場が完全競争な場合についてはFinn （1998）
の分析，強力な独占的な労働組合の存在する場
合については，Ardagna （2007）の分析を挙げ
て，公務員給与削減が民間賃金を減少させるメ
カニズムの存在を指摘している。

まずFinn（1998）においては，政府部門に
よる公務員雇用と政府サービスの提供を明示的
に組み込んだ政府部門と民間部門の２部門から
なるRBCモデルを構築し，公務員雇用の減少
の影響を分析している。家計は，infinite hori-
zonで，民間部門が生産する消費財と政府部門
の生産する政府サービスから効用を得るが，同
論文では消費財の消費額と政府サービスにウエ
イトを付したものの合計が，労働供給に加え，
効用関数に含まれる。（ウエイトが０の場合は，
政府サービスは無価値であり，ウエイトが１の
場合には消費財と政府サービスは完全代替とな
る。）政府の雇用量は，確率過程に従って，外
生的に決定され，給与水準は完全競争の労働市

場によって決定される。
同論文における公務員雇用が政策的に削減さ

れる場合の効果は，家計の効用関数における政
府サービスのウエイトが０の場合には，次のよ
うになる。すなわち，公務員雇用が減少する
と，政府部門の資源利用量が減少するので，こ
れは家計にとっては富の増加を意味する。この
資産効果の発生により，家計の消費額は増加
し，他方，労働供給は減少する。だが，労働供
給全体は，公務員雇用の減少量ほどは減少しな
いので，民間部門への労働供給は増加し，その
結果，民間賃金が減少する。民間賃金の減少に
より，各企業の利潤は増加する。このため，民
間企業の投資が活発化し，景気に好影響を与え
る。ただし，米国経済を想定して行ったシミュ
レーションにおいては，米国の政府部門の経済
全体に占めるシェアが小さいため，公務員雇用
削減のマクロ経済全体への効果は限定的とされ
た。

一方，Ardagna （2007）は，売手独占力を有
する強力な民間労働組合が存在する場合を想定
した２部門モデルを構築し，公務員雇用削減，
公務員賃金引下げ等の効果を分析した。同モデ
ルにおいては，労働組合は，組合員の期待効用
の最大化を図るべく，民間賃金を設定する。そ
の際，労働組合が高い民間賃金を設定したため
に民間企業で雇用を得られなかった組合員は，
失業者として失業保険を受けるか，政府部門に
雇用されると想定する。その場合，政府が公務
員雇用を削減すると，民間企業で職を失った労
働者が政府部門で職を見つけられる確率が減少
する。また，公務員賃金を引き下げると，政府
部門で職を見つけた場合でも低い賃金しか得ら
れなくなる。このため，公務員雇用削減または
公務員賃金引下げの影響として，民間労働組合
は民間企業で職を得られなくなる組合員の数を
抑制するために，民間賃金を以前よりも低めに
設定しようとする。民間賃金水準が低くなるの
で，民間企業は投資を拡大し，生産も増加する
ことになる。

もっとも，その結果は，政府部門で公務員に
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より生み出される財・サービスが経済において
果たす役割にも依存する。Ardagna（2007）の
モデルにおいては，政府の提供するサービス
は，Barro （1990）モデルの社会資本のように，
民間の生産関数に影響を与える可能性があるも
のとされているが，そのベンチマーク・ケース
においては，政府の提供するサービスは全く有
用でなく，民間部門での生産に何のメリットも
もたらさないものと仮定されている。しかし，
民間部門での生産に有益な影響を及ぼす場合に
は，政府部門での雇用拡大は生産効率の向上を
もたらすため，その効果が大きい場合は，政府
部門の雇用削減はむしろ生産低下をもたらすこ
とになる。（同論文のFigure ２参照。）

こうしたモデルに対し，最近のGomes（forth-

coming）は，政府部門を含んだDSGEモデルに
ジョブ・サーチ・モデルを組み込み，最適な公
務員給与・雇用政策について分析を行っている。

各部門の雇用量は，各部門の失業者数と未充
足数に基づくマッチング関数により決定される
新規就職者数と離職者数の差により増減する。
失業者は，各部門の給与および離職率に基づ
き，どちらの部門でジョブサーチを行うかを決
定する。民間賃金については，労使間のナッ
シュ交渉解により決定される。政府部門は，家
計の効用に直接影響を与える政府サービスを提
供する。政府は，政府部門の給与および未充足
数について決定する。

この場合，政府の決定する政府部門の給与お
よび未充足数は，民間部門の労働市場の効率性
にも影響を与える。Gomes（forthcoming）は，
民間労働市場でHosios条件が成立している場
合，政府がそうした外部性を織り込んで給与と
未充足数を決定すれば，民間労働市場も含め，
最適な均衡を実現できることを示した。その
際，民間部門で負の生産性ショックが生じ，不

況となった場合には，民間賃金の低下に従っ
て，政府部門の賃金を引き下げることが最適な
政策であるとされた。これは，政府部門の賃金
が相対的に高くなると，政府部門で職を求める
失業者が増加し，全体の失業者数も増加するた
め，そうした事態を回避するためである。他
方，政府部門の雇用については，不況時には，
未充足求人数を減らし，雇用者数を増加させる
ことが望ましい。（ただし，政府サービスが民
間消費財と強い補完関係にある場合には，不況
時には民間消費額の低下に伴って，政府サービ
スへの需要も減少する点も考慮する必要があ
り，雇用を減らした方が望ましいこともありう
る。）

また，政府部門と民間部門の賃金の最適な比
率は，両部門の生産性に加え，それぞれの労働
市場での frictionに関するパラメーターによっ
て決まってくる。政府部門の賃金が高すぎれ
ば，政府部門に求職者が過剰に集まりすぎる
が，逆に低すぎれば，政府部門で適正な労働者
数を確保することが困難となる。米国を想定し
たカリブレーションでは，政府部門の賃金の最
適水準は，民間部門より３%低いと推計され
ているが，その数値はパラメーターによって変
わりうる。

これらの分析の結論の一つとして，Gomes

（forthcoming）は，政府部門の賃金水準を民間部
門の賃金水準に連動して変更させる仕組みを構
築することを望ましい方策としてあげている４）。

なお，Gomes（forthcoming）においては，定
額税で公務員賃金の財源が確保されることが想
定されているが，現実には非効率性をもたらす
課税により資金調達せざるをえない。その場合
には，公的資金の限界費用（MCPF）を考慮す
る必要が出てくる。課税平準化理論の示す最適
税率よりも低い税率しか設定しておらず，財政

４）公務員賃金の民間賃金との連動性の影響は，Quadrini and Trigari （2007）でも分析されている。彼らの研究で
は，米国の公務員賃金は1948年から1970年の間はほとんど民間賃金に連動しなかったが，1970年から2003年に
おいては民間賃金にほぼ連動するようになったとされている。その結果，雇用全体の変動が大きく減少したと推
計されている。
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赤字が生じている場合には，将来，大幅な増税
をせざるをえなくなるが，税率の大幅な変動は
公的資金の限界費用を増加させ，最適な政府
サービスの供給量を低下させる。その場合に
は，公務員賃金の最適な水準に，財政赤字の規
模も影響を与えることとなろう。

他方，Gomes（forthcoming）では考慮され
ていないが，これまでの実証研究で公務員の給
与引下げが応募者の質の低下を招く可能性

（Nickell and Quintini （2002）），さらには汚職
の増加をもたらす可能性も確認されており，こ
うした点についても配慮する必要があろう５）。

Ⅳ－２．我が国の従来の公務員給与の決定制度
公務員の提供するサービスの多くは，市場で

取引がなされていないものであり，公務員の限
界生産性を測定することは困難である。このた
め，公務員の賃金は市場メカニズムではなく，
何らかの制度に基づき，決定されることにな
る。以下，西村（1999）に基づき，各国の公務
員給与の決定制度の類型と我が国における公務
員給与政策の概略につき述べる。

西村（1999）は，各国の公務員給与の決定制
度を，公務員の労働基本権の制約が強いか弱い
か，給与決定における中立機関と政府のどちら
が中心的役割を果たすかという２つの軸に基づ
き４つの類型に分類している。具体的には，①
労働基本権への制約が弱く，団体交渉により給
与が決定されるが，その際に中立機関の勧告や
調停・仲裁機関の裁定が重要な役割を果たす中

立機関介在型，②同じく労働基本権への制約が
弱く，団体交渉により給与が決定されるが，第
３者の調停・仲裁によらず，政府と労働組合が
直接団体交渉を行い，給与を決定する直接交渉
型，③労働基本権の制約が強く，その代償とし
て，中立的人事機関が中立的な立場から官民比
較等の調査結果に基づいて出す勧告が給与決定
の中心的役割を果たす人事機関中心型，④労働
基本権の制約が強く，中立的人事機関の有無に
かかわらず，政府が給与改定において強い主導
権を持つ政府中心型の４つのタイプである。

先進国の公務員給与決定基準として最も一般
的なのは官民比較である。このため，官民比較
が法定されている，または法定されていなくと
も公務員給与が結果的に民間の給与動向と同じ
傾向をたどる国が多いとされる。ただし，官民
比較の方法については，我が国の人事院のよう
に，同一労働・同一賃金の原則に基づき，職種
別・ポスト別に民間給与を調査分析比較する精
緻な官民比較を行っている国と，政府統計など
から一般的な民間給与の動向や改定率を把握
し，追随する簡略な官民比較を行っている国に
分かれる。また，物価スライドを明示的に定め
ている国と，インフレは民間給与の動向に反映
されるので，別途，物価スライドを採用してい
ない国（日本も含まれる）に分かれる。

我が国におけるこれまでの国の公務員の給与
決定制度は，非現業一般職の公務員の争議行為
が禁止されるなど，労働基本権が制約されてき
たことを反映し，中立機関である人事院が精緻

５）なお，政府部門の雇用量と民間部門も含む雇用全体の関係については，いくつかの見方がある。Rodrik （2000）
は，海外からのリスクにさらされている国において，政府部門の雇用は安定した雇用を提供するというメリット
があることを指摘した。他方，Algan et al. （2002）は，政府部門の雇用は，政府部門での雇用を目指すジョブ
サーチを増加させるため，（政府部門での生産物が民間部門の生産物と代替的で，政府部門の賃金が民間部門と
比較してずっと魅力的な国において）経済全体の失業を増加させると指摘した。Horner et al. （2007） および
Quadrini and Trigari （2007）も，同様の指摘を行っている。これに対し，Pappa （2009）は，米国の州のデータを
用い，政府部門の雇用の増加により，雇用の総量は総じて増加することを示したが，一部の州では雇用全体は減
少していた。社会厚生への影響を明示的に分析したDos Reis and Zilberman （2013）では，ブラジル経済におい
て，政府部門の雇用は雇用の安定性を通じて社会厚生を改善することが示された。貧困層が政府部門の雇用の安
定性の恩恵をあまり享受できないため，政府部門の雇用増加が所得分配上の観点から社会厚生を低下させること
等のデメリットまで勘案すると，社会厚生を最大化する政府部門の雇用量は，雇用全体の10%から24%になると
推計している。
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な官民比較を行い，その勧告が給与決定に中心
的な役割を果たす中立機関型であった。具体的
には，月例給については，毎年，人事院が「国
家公務員給与等実態調査」及び「職種別民間給
与実態調査」を実施して，公務と民間の４月分
の給与を精確に把握し，職種，役職段階，勤務
地域，学歴，年齢を同じくする者同士を対比さ
せ，精密に比較した上，公務員と民間の給与水
準の均衡を基本に，通常は毎年８月に，国会及
び内閣に対し勧告を行っている（情勢適応の原
則）。特別給（期末手当，勤勉手当）について
も同様に勧告を行っている。職種別民間給与実
態調査の対象は，企業規模・事業所規模50人
以上の全国の民間事業所のうち，無作為に抽出
した事業所で，公務と類似の職務と考えられる
業種の常勤従業員の給与につき調査を行ってい
る６）。政府は，人事院勧告を受けて，給与関係
閣僚会議でその取扱方針を協議し，その結果を
閣議で正式に決定した上，一般職の職員の給与
に関する法律の改正案を国会に提出する。（最
近の公務員制度改革については，後述。）

従って，従来の国の公務員給与決定制度に基
づく限り，公務員給与は，民間賃金と均衡した
水準に設定されることになる。もっとも，現実
には，厳しい財政事情等を反映して，勧告を完
全実施するのではなく，実施時期を遅らせる等
の措置も講じられ，さらには，1982年の鈴木
善幸内閣のように財政状況の悪化を受け，勧告
実施を完全に見送る場合もあった。もっとも凍
結された勧告分も段階的に解除されるなど，中
期的には，公務員給与は，民間賃金と均衡した
水準に設定されてきた７）。その意味で，我が国
の国家公務員の賃金水準については，民間労働
市場の需給による決定された民間の賃金水準に
追随するものであった。

他方，我が国の地方公務員については，地方
公務員の労働基本権の制約の代償措置として，

都道府県・政令指定都市等に人事委員会が置か
れ，勧告を行うこととされた。地方自治法は，
地方公務員の給与につき，情勢適応の原則等に
加え，均衡の原則を定めており，同原則では，
生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並
びに民間事業の従業者の給与その他の事情を考
慮しなければならないとされ，民間賃金との均
衡および国家公務員との均衡（「官公均衡」）も
考慮されることとなっている。ただし，地方公
務員には，職員団体と当局の交渉で「協定（協
約ではない）」を締結することが認められてい
る。地方自治体の首長は，人事委員会の勧告等
を参考に，給与改定案を議会に提出する。国家
公務員の給与政策については，人事院に大きな
権限が与えられているのに対して，地方公務員
については，各自治体に大きな権限が与えられ
ていることが特徴である。

こうした地方公務員の給与決定制度の特徴に
より，地方自治体によっては，労使交渉の結
果，民間および国家公務員の給与との均衡を欠
く高水準の賃金を決定するおそれがある。実
際，1970年代に入ると，地方公務員の給与水
準が高すぎることが地方財政の悪化につながっ
ているとの批判がなされるようになり，その
後，自治省による地方公務員給与の「適正化」
の指導が行われるようになる。こうした指導に
より，国と地方の給与格差は縮小していくこと
になった。

このように，地方公務員においては高すぎる
給与水準が問題となる時期もあったが，我が国
においては，総じて公務員給与は，制度的に民
間給与の動向に追随して決定されてきたと考え
られる。Gomes（forthcoming）は，公務員賃
金が民間賃金の動向に即して設定されることが
最適な公務員給与政策であると主張したが，民
間との均衡を目指してきた我が国のこれまでの
公務員給与政策は，そうした方向に合致してい

６）2006年の変更前までは，企業規模・事業所規模100人以上であった。
７）1982年の勧告を完全に見送った結果，1983年・1984年の官民格差は拡大し，人事院勧告の求める給与引上げ

幅も増加したが，公務員給与の改定幅は，すぐには完全に勧告に対応せず，1986年に至って完全実施となった。
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たと考えられる。

Ⅳ－３．民間労働市場での賃金決定と労働組合
上述のように，我が国の公務員賃金がこれま

では基本的に民間賃金に追従する形で決定され
てきたが，反対に民間賃金の決定に公務員賃金
の動向は影響を与えるのであろうか？

影響の有無に関連した要因としては，労働市
場における労働組合の役割の大きさがある。例
えば，Cahuc and Carcillo （2013）は，労働組
合の組織率が高い国においては，不況中または
選挙年において公務員給与の削減があまり頻繁
に行われないことを指摘している。
Daveri and Tabellini （2000）は，労働組合の

中央集権の度合いで，各国の労働市場を，アン
グロサクソンモデル（企業別労働組合が中心），
欧州大陸国モデル（産業別労働組合）および北
欧モデル（最も中央集権的な労働組織）の３つ
に分けているが，我が国の労働市場は最も分散
的なアングロサクソンモデルに分類されてい
る。こうした国際比較に鑑みれば，Ardagna 

（2007）の，売手独占力を有する強力な民間労
働組合を想定したモデルは，我が国には適当で
はなく，民間賃金は民間労働市場で競争的に決
まるか，またはGomes（forthcoming）のよう
にサーチモデルに基づき決まると考えるのが適
当と考えられる。その場合も，公務員賃金が完
全に民間賃金に追随して決まるのであれば，公
務員賃金が民間賃金に重大な影響を及ぼす余地
は限定的となると予想される。

また，そもそも我が国の労働市場において政
府部門の占める割合が国際的に見て非常に小さ

いことにも留意する必要がある。OECD（2013）
による国際比較によれば，日本の政府部門の雇
用者の雇用者全体に占める割合（2009年）は
6.7%で，OECD諸国内で韓国に次ぐ２番目に
低い水準となっている８）。OECD32カ国の平均

（2011年）は15.2%であり，北欧諸国では３割
近い割合になっていることと比較すると，我が
国の政府部門での雇用者の割合は格段に小さ
く，公務員賃金が民間賃金に及ぼす影響も経済
全体から見れば小さなものとなろう。

ただし，我が国においても，過去において，
「所得政策」の観点からの公務員賃金抑制の議
論がなされるなど，公務員賃金が民間賃金に与
える影響の可能性につき全く否定されてきたわ
けでもない９）。人事院勧告の直接の対象となる
のは，2012年の時点で，非現業の国家公務員
約27.2万人のみだが，勧告とそれを受けた給与
改定の動向は国家公務員（特定独立行政法人職
員等含む）約63.8万人，さらには，官公均衡を
通じて，地方公務員約279.4万人の給与に影響
を及ぼす。さらには，勧告は，非特定独立行政
法人，国立大学法人等の公的部門の給与決定に
も大きな影響力がある。

公的部門だけではなく，民間部門について
も，私立学校，私立病院，農協等につき人事院
勧告の影響があるとの指摘（早川・松井（1979））
もある。また，中小企業の多くは給与勧告後の
夏から秋にかけて賃金改定を行うが，その中の
一部が勧告を基準としているとの指摘もあった

（早川・松井（1979））。もっとも，中小企業が，
人事院勧告やそれを受けた公務員賃金の動向自
体に直接影響を受けているのではなく，人事院

８）OECDのGovernment at a Glance （2013）のFigure 5.1の2011年時点の比較による。ただし，日本等の数値は
2009年時点のデータに基づいている（同図の注の説明による）。

９）1970年代において，賃金，物価，さらには利潤・配当につき政府等が何らかの規制を実施し，コストプッ
シュ・インフレを抑制しようといういわゆる「所得政策（income policy）」が論じられ，多くの国で実行された

（日本銀行（1974，1977））。我が国においても，経済界の一部より所得政策の観点から公務員賃金につき，民間
賃金の上昇に追随するのではなく，インフレ抑制の観点から上昇幅を抑制させるべきとの議論がなされたことが
ある。こうした主張の背景には，公務員賃金抑制が民間賃金のさらなる上昇を抑制するとの認識があったものと
思われる。もっとも所得政策自体，多くの弊害も存在し（日本銀行（1977）），現在ではインフレも落ち着いてい
ることから，所得政策に基づく議論はあまり見られなかったが，後述するように，最近，安倍政権による民間賃
金引上げ要請につき，「逆所得政策」ととらえる見方が出てきている（吉川（2013））。
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勧告に当たって人事院が報告する大企業の賃金
動向を参照している可能性も高い。その場合
は，表面上は人事院勧告が中小企業の賃金に影
響を与えるように見えても，実際には，大企業
の賃金動向に追随しているだけということにな
ろう。

以上のように，我が国において，公務員賃金
が民間賃金に影響を与えるか否かについてはい
くつかの見方があり，実際のデータに基づき，
実証的に分析を行ってみる必要がある。

Ⅳ－４．実際の公務員賃金と民間賃金の関係
実際のデータにおいては，民間賃金と公務員

賃金にはどのような関係があるだろうか。
Lamo et al. （2008）は，日本を含むOECD諸

国につき，民間賃金と公務員賃金の関係につ
き，統計的に分析を行っている。具体的には，
OECDのEconomic Outlookのデータより，各
部門の雇用者報酬を雇用者数で除して，民間部
門および政府部門の１人当たりの報酬額を計算
して，1960～2006年の時系列データを民間賃
金および公務員賃金のデータとして用いてい
る。まず短期の相関を見るために，１階の階
差，線型トレンド，HPフィルター等の方法を
用いて，トレンドを除去した後の民間賃金およ
び公務員賃金の時系列の相互相関関数（cross 
correlation function）を推計し，各国につき強
い正の相関を見出している。さらに，長期の相
関を見るため，誤差修正モデルを用いて，共和
分の有無を分析し，長期的にも両者の間には，
強い正の相関があることを示している。

しかし，Lamo et al. （2008）の分析において
は，SNAベースのマクロデータから１人当た
りの報酬額を計算しているため，現実の公務員
賃金の動向を必ずしも正確に反映していないお
それがある。また政府部門と民間部門の労働者
の年齢構成等にも変化があり，そうした違いを

調整して両部門の賃金を比較しないとミスリー
ディングになりうる。

そうした点を踏まえ，本稿では，我が国の公
務員賃金と民間賃金の関係について，人事院勧
告に利用される人事院の公務員給与および民間
給与の調査に基づき分析を行う。具体的には，
人事院勧告に官民の格差を計算するのに用いら
れる公務員行政職（一）の月給（Wg）と，い
わゆるラスパイレス方式に基づき計算された役
職段階・勤務地域・学歴・年齢を同じくする民
間の月給（Wp）の1959年（ラスパイレス方式
が導入された年）以降の各年のデータを利用す
る。同データは，人事院が，2012年人事院勧
告の場合は，国家公務員については，新規採用
者を除く約26万人全員の2012年４月の月給に
つき調査を行い，民間については企業規模50
人以上かつ事業所規模50人以上の事業所の約
47万人の同年４月の月給について調査を行い，
算定されたものである。

民間・公務員の月給の推移は図２に示してい
るが，両者はほぼ同様の動きを示している。こ
れは，民間・公務員の給与格差を解消するよう
に人事院勧告がなされ，勧告に基づく給与改定
の見送りなどの事態が起きない限り，勧告に
沿った形で公務員給与が改定されるためであ
る10）。データの最後の2012年のみ両者の大き
な乖離が見られるのは，東日本大震災を受け制
定された給与改定・臨時特例法に基づき，2012
年４月より２年間，給与減額支給措置が導入さ
れているためである。これは特例的な措置であ
るため，本稿においては，2012年４月のデー
タは除外して分析を行うこととする。

まず，短期的関係を見るために，①１回の階
差を取った差分データ，②線型の確定的トレン
ドを想定し，トレンドを除去したデータ，③
HPフィルターによるトレンド除去後のデータ
の３つの方法によりトレンドを除去した民間賃

10）厳密には，2003年までは，公務員行政職（一）と行政職（二）を総合した給与水準とそれに対応する民間給与
の水準の格差の是正が図られていたが，国立大学が国立大学法人となり，人事院勧告の対象から外れたこと等か
ら，現在では公務員行政職（一）の給与水準と対応する民間給与の是正が図られている。



＜財務省財務総合政策研究所「フィナンシャル・レビュー」平成26年第4号（通巻第120号）2014年9月＞

－105－

金と公務員賃金の時系列データ，さらに④消費
者物価指数で除して計算した実質民間賃金と実
質公務員賃金の時系列データを用いる。これら
の４つの時系列データに対応したデータの相互
相関関数は，表１のとおりである。どの方法で
も強い正の相関が認められる。

次に，長期的関係を見るために，共和分の有
無を分析する。Augmented Dickey-Fuller（ADF）
テスト，Phillip and Perron （PP）テストおよび
Kwiatkowski, Phillips, Schmidt, and Shin （KPSS）
テストにより，公務員賃金および民間賃金の時

系列データの単位根の存在をチェックすると，
原データは，I（２）となっている。I（２）の
データをそのまま用いる分析手法も存在する

（Juselius （2006））が，複雑になるため，本稿
では，Juselius （2006）で言及されている時系
列を実質値に変換することで，I（１）のデー
タによる分析を可能にする方法を考えることと
する。（名目）民間賃金Wpおよび（名目）公
務員賃金Wgを，消費者物価指数を用いて実質
民間賃金（RWp）および実質公務員賃金（RWg）
の時系列データに変換すると，それぞれ I（１）

図２　国家公務員および民間の給与の推移
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図２ 国家公務員および民間の給与の推移 

 
（出所）毎年の人事院勧告から筆者が作成。 
 
 
 
   

（資料）毎年の人事院勧告から筆者が作成。

表１　民間賃金（t）と公務員賃金（t+k）の間の相互相関

35 
 

表１ 民間賃金(t)と公務員賃金(t+k)の間の相互相関 
 
 
トレンド除去の方

法 
                          k （ラグ） 

 －2    －1      0     +1    +2 
1 階の階差  0.5529   0.6883   0.8704   0.7999   0.6378 
線型トレンド   0.8080   0.9090   0.9891   0.9440   0.8728 
HP フィルター   0.4448   0.7019   0.8974   0.8612   0.6662 
実質賃金   0.8836   0.9392  0.9978   0.9441   0.8895 
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のデータとなっていることが，ADFテスト，
PPテストおよびKPSSテストによって５%水
準で確認できる11）。この実質民間賃金と実質公
務員賃金の時系列データを用いて，両者の間に
共和分の関係があるかを検定すると，ヨハンセ
ンの共和分検定では共和分の存在が示されたも
の の， 単 一 共 和 分 方 程 式 に よ る 検 定（En-

gel-Granger（EG）テストおよびPhillips-Ouliaris
（PO）テスト）では，共和分の存在は否定され
た。さらに，ヨハンセンの共和分検定の結果に
基づき，ベクトル誤差修正モデル（VECM）
を推計したが，インパルス反応曲線を見ると，
実質公務員賃金への正のショックが実質民間賃
金を引き下げるなど，問題のある推計結果と
なった。

しかし，人事院勧告制度が民間賃金と公務員
賃金の間の格差の解消を目的としていることを
考えれば，人事院勧告制度が完全に定着してい
る状況の下では，民間賃金と公務員賃金の間に
安定的な共和分関係が存在しないとの結果には
疑問が残る。1959年～2011年の全データを用
いた上記の分析で明確な結果が得られなかった
背景には，人事院勧告制度が初期においては完
全に定着していなかったことがあると考えられ
る。実際には，1960年代には財政上の制約も
あり，人事院勧告が完全に実現していたわけで
はなく，５月に遡っての給与改定実施を求める
勧告よりも遅い時期での給与改定がなされてい
た。人事院勧告の完全実施が一般化したのは，
1970年であり，また５月実施から現行の４月
実施に移行したのは1972年であった。その直
後の1973～1974年には，第１次石油ショック
によるいわゆる狂乱インフレが発生し，官民と
もに給与決定に大きな混乱が見られた。

こうした点を考慮し，第１次石油ショックに
よる混乱が落ち着いた1976年以降のデータに
絞って，共和分の有無を確認してみる。まず，

1976～2011年の名目民間賃金および名目公務
員賃金につき線型トレンドを除去すると，
ADFテストおよびPPテストにより I（１）と
なることが確認できる。従って，線型トレンド
除去後の名目民間賃金データ（Wp76）および
名目公務員賃金データ（Wg76）を用い，実質
値への変換を行うことなく，共和分の有無の検
定を実施する。単一共和分方程式による検定

（EGテストおよびPOテスト）を行うと，EG

テストのタウ値につきp値が5.01%とほんのわ
ずかに５%を超えるほかは，５%水準で民間
賃金と公務員賃金の間の共和分の存在が確認で
きる。また，ラグ数を２としてヨハンセンの共
和分検定を行うと，トレース検定および最大固
有値検定により，共和分およびデータの双方に
トレンド項・定数項が存在しない場合，共和分
の存在が５%水準で確認できる。人事院勧告
制度の下では，公務員賃金が民間賃金との均衡
を図るため，調整がなされることに鑑みれば，
共和分に定数項・トレンド項が含まれないこと
は不思議ではない。

これらの結果を踏まえ，1976年以降の（線
型トレンド除去後の）民間賃金と公務員賃金の
間に共和分が存在すると判断し，VECMを推
計する（ラグ数はSICに基づき２とする。）と，
推計結果は表２のとおりになる。共和分方程式
における公務員賃金にかかる係数の推定値が－
0.937392で，－１に近い値であることは，長期
的には，公務員賃金が民間賃金と均衡するよう
調整されることに対応している。また，調整係
数（VECMにおける共和分CointEqにかかる係
数）が，民間賃金の差分（D（Wp76））を従属
変数とする場合は統計的に有意でないのに対
し，公務員賃金の差分（D（Wg76））を従属変
数とする場合は，統計的に有意になっているこ
とは，公務員賃金と民間賃金の間の調整がもっ
ぱら公務員賃金の調整によってなされているこ

11）Kongstead （2005）は，I（２）の名目時系列データの実質化による I（１）時系列データへの変換が問題ないこ
とを確認する方法の一つとして，変換後の時系列データに I（２）となっていないかを（ADFテスト等でなく，）
KPSSテストでチェックする“misspecification-type approach”があることを指摘している。
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とを示している。このことは，図３のコレツ
キーインパルス反応関数（民間賃金，公務員賃
金の順）において，公務員賃金が民間賃金の
ショックへの影響を受けて推移するのに対し，
民間賃金は公務員賃金へのショックの影響をほ
とんど受けていないことからも確認できる。ま
た，図４の予測誤差の分散分解（民間賃金，公
務員賃金の順）においても，長期的には，民間
賃金の変動および公務員賃金の変動とも民間賃
金へのショックでほとんど説明できることが示
されている。

このように，人事院勧告制度が完全に定着し
た1976年以降において，公務員賃金が人事院
勧告制度の下，民間賃金と均衡するよう長期的
に調整される一方，民間賃金は公務員賃金の影
響をほとんど受けていないことが確認できる。

Ⅳ－５．民間賃金と公務員賃金の間のグレン
ジャー因果性
公務員賃金と民間賃金の間には，多くの国で

正の相関関係が見られるが，両者の間の因果関
係を見るためには，グレンジャー因果性を
チェックするのが有効である。
Lamo et al. （2008）は，OECD諸国につき公

務員賃金と民間賃金の間のグレンジャー因果性
を調べている。まず，両時系列からトレンドを
除去した数値につき，グレンジャー因果性の有
無を検証している。トレンド除去の方法につい
ては，１階の階差を取る方法のみならず，線型
トレンド，HPフィルターなど，その他の10通
りの方法を用いて，それぞれにつきグレン
ジャー因果性をチェックしている。その結果，
名目値のデータを用いた分析では，多くの国に
おいて，民間賃金から公務員賃金への方向でグ
レンジャー因果性が確認された。同時に，フィ
ンランド，スウェーデンおよびデンマークで
は，公務員賃金から民間賃金への方向のグレン
ジャー因果性が見出された。ただし，物価も加
えた３変数での分析では，民間賃金から公務員
賃金への方向のグレンジャー因果性が失われる

表２　1976～2011年の民間賃金（Wp76）と公務員賃金（Wg76） 
のベクトル誤差修正モデル（VECM）の推計結果

（１）共和分方程式（CointEq）
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表２ 1976～2011 年の民間賃金(Wp76)と公務員賃金(Wg76)のベクトル誤差修正モデル

(VECM)の推計結果 
 
(1)  共和分方程式(CointEq) 
Wp76(-1) 1

Wg76(-1) 
-0.93739

[-20.3293]

             [ ]内は t 値 
 
(2)  ベクトル誤差修正モデル(VECM) 

D(Wp76) D(Wg76) 

CointEq 
-0.14837

[-0.81317]

0.608279

[ 2.53057]

D(Wp76(-1)) 
0.864797

[ 3.94692]

0.634634

[ 2.19863]

D(Wp76(-2)) 
-0.08453

[-0.34378]

-0.25241

[-0.77921]

D(Wg76(-1)) 
-0.09844

[-0.58029]

0.08788

[ 0.39325]

D(Wg76(-2)) 
0.140443

[ 0.95710]

0.245499

[ 1.26996]

[ ]内は t 値   

［　］内は t値

（２）ベクトル誤差修正モデル（VECM）
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図３　1976～2011年の民間賃金と公務員賃金のVECMモデルに基づくコレスキーインパルス反応曲線

32 
 

図３ 1976～2011 年の民間賃金と公務員賃金の VECM モデルに基づくコレスキーインパルス反応曲線 

 

 
 

 
 

図４　1976～2011年の民間賃金と公務員賃金のVECMモデルに基づく分散分解
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図４ 1976～2011年の民間賃金と公務員賃金の VECMモデルに基づく分散分解 
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国が少なくなく，民間賃金から公務員賃金への
グレンジャー因果性において物価が重要な役割
を果たしていることを示している。
Lamo et al. （2008）は，またトレンドを除去

しないデータについても，Toda and Yamamoto 
（1995）の手法を用いて，グレンジャー因果性
を調べている。この場合もやはりほとんどの国
において，民間賃金から公務員賃金への方向の
グレンジャー因果性が観察され，同時にいくつ
かの欧州諸国では，公務員賃金から民間賃金へ
の方向のグレンジャー因果性が見出されてい
る。トレンド除去の場合と同様に，物価を変数
に加えた分析では，民間賃金から公務員賃金へ
のグレンジャー因果性が消えてしまう国が少な
くなく，民間賃金から公務員賃金への影響にお
いて，物価が重要な役割を果たしていると考え
られる。
Lamo et al. （2008）の分析の対象国には，日

本も含まれている。我が国については，トレン
ドを除去した分析においては，他のほとんどの
国と異なり，公務員賃金から民間賃金への方向
のグレンジャー因果性が認められ，民間賃金か
ら公務員賃金へのグレンジャー因果性はなかっ
た。ただし，１回の階差を取った場合には，民
間賃金から公務員賃金へのグレンジャー因果性
が認められ，逆の方向のグレンジャー因果性は
認められなかった。物価を変数に加えた場合
は，多くのトレンド除去手法の場合，民間賃金
から公務員賃金へのグレンジャー因果性と公務
員賃金から民間賃金へのグレンジャー因果性の
両方が見出されている。他方，トレンドを除去
しないToda and Yamamoto （1995）に基づく分
析では，公務員賃金から民間賃金へのグレン
ジャー因果性はあまり認められず，民間賃金か
ら公務員賃金へのグレンジャー因果性が強く認
められる。

我が国の公務員賃金の決定方法に鑑みれば，
トレンド除去の場合に公務員賃金から民間賃金
へのグレンジャー因果性が観察されるのは意外
だが，そもそも上述のように，Lamo et al. （2008）
の分析においては，SNAベースのマクロデー

タから１人当たりの報酬額を計算しているた
め，現実の公務員賃金の動向を必ずしも正確に
反映していないおそれがある。また政府部門と
民間部門の労働者の年齢構成等にも変化があ
り，そうした変化の違いも勘案されていない。

従って，グレンジャー因果性についても，人
事院勧告に利用される人事院の公務員給与およ
び民間給与の調査結果の公務員賃金および民間
賃金の時系列データを用いて，新たに分析を行
うこととする。その際，全期間（1959年～2011
年）のデータについては，上述したように，１
回の階差を取った差分データ等の手法でトレン
ドを除去しても，Lamo et al. （2008）とのデー
タと異なり，定常的なデータとならないため，
本稿においては，共和分がある場合でも，グレ
ンジャー因果性を推計することができるToda 
and Yamamoto （1995）の手法に絞って分析を
行う。

まず，原データを用いた無制約VAR推定か
ら，AICおよびSICに基づき最適なラグ次数を
２期とする。さらに上述のように原データは I

（２）であることから，ラグ次数を２+２＝４
としたVAR推定を行った上，グレンジャー因
果性の検定を行う。推計結果は，第３表（１）
のとおりである。５%水準で，民間賃金から
公務員賃金への方向のグレンジャー因果性は認
められる一方，公務員賃金から民間賃金への方
向のグレンジャー因果性は認められない。民間
賃金から公務員賃金へのグレンジャー因果性の
存在は，人事院勧告に基づき，民間賃金の動向
に合わせ，公務員賃金を改定していくことを考
えれば当然の結果といえよう。他方，公務員賃
金から民間賃金へのグレンジャー因果性は認め
られず，公務員賃金の動向は，民間賃金の動向
の予測に役に立たないこととなる。こうした分
析結果は，公務員賃金を政策的に引き下げた場
合にも，Alesinaらが主張するような形で民間
賃金が下がらないことを示唆している。

さらに，Lamo et al. （2008）の指摘を踏まえ，
物価を加えた３変数を同時に扱う形でグレン
ジャー因果性を検定してみる。物価の変数とし
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ては，消費者物価指数（CPI）を利用する。２
変 数 の 場 合 と 同 様 に，Toda and Yamamoto 

（1995）の手法で，グレンジャー因果性の検定
を行う。無制約VAR推計から最適ラグは２期
とされたので，改めて２+２＝４期のラグの
VAR推定を行い，グレンジャー因果性の検定
を行った。推計結果は，表３（２）のとおりで
ある。

表３（２）においては，消費者物価指数から
民間賃金へのグレンジャー因果性が５%水準
で統計的に有意に認められるが，公務員賃金か
ら民間賃金へのグレンジャー因果性は認められ
ない。また，２変数の場合同様に，民間賃金か
ら公務員賃金へのグレンジャー因果性が認めら
れるが，消費者物価指数から公務員賃金へのグ
レンジャー因果性は認められない。他方，民間
賃金と公務員賃金のどちらからも消費者物価指
数へのグレンジャー因果性は存在しない。
Lamo et al. （2008）の分析では，多くの国で

物価を変数に加えると，民間賃金から公務員賃

金へのグレンジャー因果性が認められなくなる
としているが，我が国については，消費者物価
指数を変数に加えても，民間賃金から公務員賃
金へのグレンジャー因果性が認められ，そうし
た傾向は存在していない。また，消費者物価指
数を変数に加えても，公務員賃金から民間賃金
へのグレンジャー因果性は認められず，公務員
賃金削減が民間賃金の下落につながるとのAle-

sinaらの主張は当たらない。
さらに，1976年以降のデータに絞って，グ

レンジャー因果性を検定したが，その結果は全
期間のデータを用いた検定と同様であった（検
定結果の詳細は省略）。

なお，上述のように，2012年４月より２年
間にわたり，特別に公務員の給与減額が行われ
ているが，今後，その影響を受け，民間賃金が
下がるかどうかを注視していくことで，我が国
における公務員賃金の民間賃金に与える影響に
つきより明確な結論を得ることができると期待
される。

表３　民間賃金（Wp），公務員賃金（Wg）および消費者物価指数（CPI）の間のグレンジャー
因果性の検定（Toda and Yamamoto（1995）の手法による）
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Ⅳ－６．今後の公務員制度改革の影響
Ⅳ－６－１．最近の公務員給与決定方式改革の

動き
上述のように，これまでの我が国の公務員賃

金は人事院勧告に基づき，民間賃金との均衡が
図られてきた。しかし，2008年に成立した国
家公務員制度改革のプログラム法としての性格
を有する国家公務員制度基本法においては，第
12条において，政府は，協約締結権を付与す
る職員の範囲の拡大に伴う便益及び費用を含む
全体像を国民に提示し，その理解のもとに，国
民に開かれた自律的労使関係制度を措置すると
定める一方，第11条で内閣官房への内閣人事
局の設置と，人事院が国家公務員の人事行政に
関して担っている機能について，内閣官房が新
たに担う機能を実効的に発揮する観点から必要
な範囲で，内閣官房に移管するものとすること
を定めた。その後，2009年および2010年に，
国会に国家公務員法改正案が提出されたものの
未成立であったが，2011年６月に「国家公務
員制度改革基本法に定める改革を具体化するた
めの国家公務員改革関連４法案（以下「４法
案」とする）」が提出された。同４法案におい
ては，国家公務員の給与に関し，①非現業国家
公務員に協約締結権を付与すること，②人事院
勧告制度及び人事院を廃止し，幹部人事の一元
管理を担う内閣人事局および国家公務員の人事
行政に関する事務等を担う公務員庁を設置する
こと，③労働組合と当局（関係当事者）の間に
発生した紛争につき，中央労働委員会による
あっせん，調停及び仲裁の制度を設けること等
が定められていた。しかし，同４法案は衆議院
において審議未了で廃案となった。

2012年末に成立した第２次安倍内閣は，公
務員賃金の決定方式の改革には慎重であると見
られている（政木（2014））。2013年５月28日
に自民党行政改革推進本部が中間とりまとめを
発表したが，同中間とりまとめは，国家公務員

制度改革基本法の国家公務員の労働基本権の規
定に関し，現状において未だ国民の理解が得ら
れていないとの意見が強かったとし，「適正な
給与を確保する機能を有し，国家公務員が憲法
上の労働基本権を制約されていることの代償措
置である人事院勧告制度を尊重する」としてい
る。同年６月28日には，政府が公務員制度改
革の基本方針（「今後の公務員制度改革につい
て」）を公表したが，公務員給与の決定方式に
ついての具体的言及はなかった。同方針に基づ
き，幹部職員人事を一元管理する内閣人事局の
設置を柱とする公務員制度改革法案が提出さ
れ，2014年４月に成立したが，同法案にも公
務員給与の決定方式の改革は盛り込まれなかっ
た。もっとも，政府として自律的労使関係制度
の措置の必要性を完全に否定しているわけでは
なく，国会答弁においては，政府としては自律
的労使関係制度を措置する責務を有している
が，2011年の本法案が廃案になった経緯など
を踏まえると多岐にわたる課題があり，今後の
スケジュールを含め引き続き検討する必要があ
るとの認識を示している（衆議院内閣委員会
2013.12.4）。

また，給与改定・臨時特例法に基づき，復興
財源の確保の観点から，2012年４月より２年
間，国家公務員に対し，給与減額支給措置が導
入された。地方公務員についても，2013年度
予算の地方財政対策において，2013年７月か
ら国家公務員と同様，平均7.8%の給与削減を
実施することを前提に，8504億円の地方公務
員給与費の削減がなされた12）。これに対しては，
東京都・愛知県など給与削減を実施しないとし
ている自治体も一部存在している。（総務省の
発表した「地方自治団体における給与減額措置
の取組状況」（2013.10.1）によれば，14.3%の自
治体が国の要請を拒否し，減額の実施予定なし
としている。）

国家公務員の給与の減額措置は，予定どお

12）国家公務員の給与減額支給措置に伴う地方公務員の給与削減問題の経緯については，安藤（2013）で説明され
ている。
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り，2014年３月で終了した。人事院勧告に基
づかない給与減額の継続は法律上困難と判断し
たほか，安倍政権がデフレ脱却のため，民間企
業に給与引き上げを要請していることを踏まえ
て判断したとされる（2013.11.15時事通信）。

Ⅳ－６－２．公務員給与の決定方式の改革の経
済的な影響
公務員給与の決定方式を巡る議論において

は，公務員の労働基本権との関係で議論される
ことが多く，その経済的影響についてはほとん
ど論じられてこなかった。

しかし，公務員給与の決定方式の改革は，経
済全体にも大きな影響を及ぼす可能性がある。
もし2011年提出の同４法案に基づき，公務員
給与の決定方式の改革がなされていた場合，民
間賃金との均衡を求める人事院勧告はなくな
り，公務員賃金は基本的に労使間の交渉により
決定されることになっていた。人事院（2012）
は，その報告において，同４法案に関し，公共
部門の労使交渉においては民間と異なり，給与
決定に市場の抑制力が働かないこと等を危惧す
るコメントを行っていた。労使交渉において，
民間賃金が何らかのアンカーとされない場合に
は，経済学の労使交渉モデルが示すように，労
働組合と使用者（この場合は政府）の交渉力に
よって賃金水準が決定されることとなるが，そ
うして決定された賃金は，民間賃金よりも高く
も低くもなりうる。関係者の間でも，人事院勧
告廃止と団体交渉による給与決定の影響につい
ては，多様な見解が存在する。元々，人事院廃
止に最も積極的だったみんなの党は，人事院勧
告が廃止されたことで，公務員給与の大幅な削
減が可能になると主張していた。民主党も，
2010年参議院選党の過去の選挙のマニフェス
トにおいては，「政治家，幹部職員などが率先
し，国家公務員の総人件費を２割削減します。」
と提案しており，人事院勧告廃止がその方針に

資するものとの考えを示していた。他方，労働
組合に新たに協約締結権が付与されることを考
えれば，むしろ賃金が上昇する結果となっても
おかしくはない。我が国の地方自治体において
は，人事委員会の勧告に基づく民間賃金との均
衡を求める実効的な強制力が，現行の国の場合
と比較して弱いと考えられているが，その結
果，一部の地方自治体においては，民間との均
衡を超える高い賃金水準を決定し，自治省（現
総務省）からの強力な引下げ指導が行われたの
は上述のとおりである。

もし公務員賃金が団体交渉により，民間賃金
から上方あるいは下方に乖離した水準に設定さ
れるとすれば，これまでのデータから確認した
民間賃金から公務員賃金への影響は弱くなるこ
ととなろう。また，Gomes（forthcoming）が
指摘したように，最適な公務員賃金の水準が民
間賃金と連動すべきだとすれば，団体交渉によ
る公務員給与決定への移行は，経済厚生を低下
させるおそれがあった。

他方，公務員賃金から民間賃金への影響は，
本稿の実証研究でも確認されておらず，我が国
の労使関係の構造的な変化が起こらない限り
は，今後とも公務員賃金の動向が民間賃金に重
大な影響を与えることはないと思われる。従っ
て，Alesinaらの主張する公務員給与削減によ
り民間賃金が低下し，それにより企業投資が刺
激され，景気に好影響を与えるとのルートは，
我が国では重要なものとは考えられない。

むしろ，いわゆるアベノミクスにおいては，
安倍総理自ら民間企業の賃金引上げを要請する
など，Alesina and Perroti （1996）が前提とし
ている民間の実質賃金が高すぎるため，民間投
資が抑制されているとの認識とは反対の，「逆
所得政策」（吉川（2013））が打ち出されている13）。
従って，「公務員賃金の削減を通じ，民間賃金
を引き下げ，民間投資促進を図る」というAle-

sinaらの議論は，少なくとも理論的にはアベノ

13）これは，デフレ下では名目賃金が下方硬直性を有するため，実質賃金が高止まりしてしまい，そのために失業が生
じるとの伝統的なケインズ経済学とは反する考え方である。こうした点については，國枝（2013）を参照にされたい。
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ミクス下での経済政策では否定されていること
になる。

これまでの我が国の公務員給与を巡る議論に
おいては，経済学的な観点からの分析はほとん
どなされてこなかったが，本稿で見てきたよう

に，欧米の研究においては歳出削減の中，公務
員賃金の役割に注目が集まってきており，我が
国においても，公務員給与の決定方式の経済的
影響についての研究が進められることが望まれ
る。

Ⅴ．Alesinaらの議論は，我が国に適用されるか？（その２）

本節においては，Alesinaらの議論において，
増税よりも歳出削減に基づく財政再建の方が成
功の可能性が高くなることを説明するメカニズ
ムと指摘されたうち，公務員の給与削減以外の
メカニズムについて，我が国に該当するかを見
てみることとする。

Ⅴ－１．増税・社会保険料増加による労働コス
トの増加
Alesina and Perroti （1996）やAlesina et al. 

（2002）においては，所得税増税・社会保険料
引上げが労使交渉を通じて，人件費を上昇さ
せ，企業投資を減少させることを，増税による
財政再建が失敗するメカニズムの一つとしてあ
げている。

しかし，我が国の社会保障と税の一体改革に
おいては，増大する社会保障関連費に対し，保
険料引上げではなく，消費税増税を中心に対応
していく方針が示されている。消費税も家計の
予算制約式を考慮すれば，労働所得税と同様の
効果を持ちうるが，労働所得税と異なり，既存
の資産にも実効的に課税がなされること，控除
等がなく，課税ベースが広いこと等により，消
費税は，同額の税収を得る労働所得税と比較し
て経済に与える歪みが少なく，労働コストの上
昇も少ないと考えられる。従って，主に消費税
により社会保障財源を確保しようとする我が国
の社会保障と税の一体改革は，相対的に労働コ
ストの上昇をより抑制する方向への改革であ
り，Alesinaらの指摘は当たらない。実際，我

が国の経済団体の多くが，社会保険料負担増加
を懸念し，消費税増税による財政再建を支持し
ていることもその傍証となろう。

なお，そもそも保険料が給付と明確な形で結
びついている場合は，労働者側が保険料引上げ
分に対応する賃金引き下げを受け入れ，保険料
が必ずしも労働コストの上昇につながらないこ
とにも留意する必要がある（Summers （1989））。
我が国における保険料の賃金への転嫁の規模に
ついての実証研究については，保険料の賃金へ
の転嫁はあまりないとの結果から，大部分が転
嫁されるとの結果まで見解が分かれていたが，
Hamaaki and Iwamoto （2010），濱秋（2012）
は，各種のバイアスの除去や適切な操作変数の
利用を行なった上，保険料は賃金に部分的に転
嫁すると結論づけている。

Ⅴ－２．消費税増税と歳出削減のどちらがより
政治的に困難か？
Alesinaらが，歳出削減の方が増税よりも景

気拡大効果があるとしたもう一つの理由は，社
会保障給付削減や公務員給与削減の方が，増税
よりも政治的に困難なため，実施した場合に，
政府の財政再建に対する強いコミットメントを
示すことができるからというものであった。

しかし，政治学者は，各国における増税の政
治的困難さは，その国独自の制度・歴史に依存
し（Steinmo （1993）），経路依存性を有すると
指摘してきた。特に付加価値税（我が国の消費
税も含む）については，石油ショック前の西欧
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諸国においては，福祉拡大のための付加価値税
引上げは比較的容易であったが，石油ショック
後の低成長期においては，福祉拡大に対する懐
疑論の拡大ともあいまって，その後，付加価値
税の導入を図る先進国（カナダ，オーストラリ
ア等）においては，大きな政治的困難を伴うよ
うになってきた（Kato （2003））。

我が国においても，消費税導入・増税は最大
級の政治的なコストを伴うものであった。一般
消費税の導入を図った大平内閣は，総選挙で敗
北し，その後の党内抗争の中，大平総理は亡く
なることとなった。また，1980年代半ばの中
曽根内閣は，一般売上税を提案したものの，過
去の発言との違いを批判され，同法案は廃案と
なった。その後，1988年に竹下内閣が消費税
導入を成功させたが，税率は当初，提案された
５%ではなく，３%にとどまった。また，高
支持率を誇った細川内閣は，実質的には消費税
率の引上げに当たる「国民福祉税」の導入を提
案したことから，その支持率が急落した。民主
党政権成立後も，菅内閣が消費税増税を提案し
て，参議院選挙で敗北した後，野田内閣が社会
保障と税の一体改革を実現したものの，民主党
の分裂を招き，最終的には2012年12月の総選
挙で民主党は大敗し，政権を失うなど，極めて
大きな政治的なコストを負うこととなった。こ
のため，我が国においては，消費税増税は内閣
の命運を左右するほどの大きな政治的コストを
覚悟すべき政策と考えられており，その政治的
困難さは，社会保障費削減や公務員給与削減と
比較しても，はるかに大きいと考えられる。

こうした政治的な実態に鑑みれば，我が国に
おいては，消費税増税の方が政治的に困難であ
り，そうした政策を進める内閣は，より財政再
建にコミットしているものと国民や市場関係者
に認識されると考えられる。（実際，消費税増
税を打ち出した政治家は，「財政重視派」と呼
ばれることが多い。）従って，財政再建へのコ
ミットメントの強さが金利低下等の形で景気に
好影響を与えるとすれば，Alesinaらの主張と
異なり，我が国においては，消費税増税の方が

より財政再建にコミットしていることを示し，
景気の観点からも望ましいこととなろう。

また，IMF Economic Outlook （2010）では，
歳出削減の方がより強い財政再建への政治的コ
ミットメントを意味するため，中央銀行はこれ
を評価し，より拡張的な金融政策を行うとの仮
説を示しているが，そうした仮説は，消費税増
税が最も強い財政再建への政治的コミットメン
トを示している我が国には当てはまらないもの
と考えられる。

Ⅴ－３．インフレを恐れる中央銀行が間接税引
上げ時に慎重な金融政策を講じるか？
IMF Economic Outlook （2010）は，政府が

間接税増税による財政再建を図る場合，インフ
レを恐れる中央銀行が慎重な金融政策を取るた
め，景気に悪影響を与えるとの仮説を示してい
る。間接税の増税により，増税分だけ価格が引
き上げられようとする場合，取引動機に基づく
貨幣需要は確実に増加する。しかし，中央銀行
がこの貨幣需要の増加に対応して，マネーサプ
ライを増加させないと，実質貨幣残高が減少
し，意図せぬ金融引締めとなってしまう。その
場合，税引き前価格が下落すれば，価格・賃金
の硬直性が存在する経済においては，景気悪化
をもたらしてしまうおそれがある。従って，中
央銀行は，円滑な間接税の価格転嫁にも配慮し
た金融緩和策を講じる必要がある。

我が国の過去の消費税導入・増税時について
は，どうであろうか？1989年の消費税導入時

（税率３%）においては，CPI（帰属家賃除く）
は2.9%（前年度は0.6%）の上昇であり，また
1997年の税率引上げ時（３%から５%への引
上げ）においては同じく2.2%（前年度は0.1%）
の上昇となっており，CPIは消費税の導入・増
税に対応して上昇している。これは，我が国に
おいては，中小企業等における消費税の価格転
嫁がきちんと行われるかが論点の一つとなって
おり，政府が価格転嫁カルテルの容認などの特
別措置を講じてきたことに加え，日本銀行が金
融政策において，消費税導入・増税による価格
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上昇を懸念すべきインフレとは考えずに，適切
な金融政策を講じたことによるものと考えられ
る。その意味で，これまでの我が国において
は，IMF Economic Outlook （2010）の懸念は
当たらなかったと言えよう。

2014年４月の消費税率の５%から８%への
引上げにおいても，そもそもアベノミクスの
下，日本銀行は2013年４月よりきわめて積極

的な「量的・質的金融緩和」を実施しており，
消費税増税分を除いたベースでの２%のイン
フレ率を実現することを政策目標としている状
況であり，消費税増税による物価上昇を抑制す
るための金融引締めは全く想定されていない。
このように，今後の金融政策においても，IMF 
Economic Outlook （2010）の懸念については心
配ないものと思われる。

Ⅵ．異なる国の財政再建に一律の歳出削減と歳入確保の 
最適な割合が存在するのか？

財政再建を行う国は，いずれも大幅な財政赤
字に直面しているが，財政赤字がもたらされた
理由は，各国によって異なっている。

例えば，オランダは巨額の北海油田収入を受
け，財政運営は放漫となり，公務員給与・社会
保障等が高水準に達し，為替レートの高騰もあ
り，「オランダ病」と揶揄される中，巨額の財
政赤字を抱えるようになった。このため，1982
年に，労使間で，賃金削減と雇用確保のための
労働時間短縮（ワークシェアリング）を含む
ワッセナー合意がなされ，政府も労働者の収入
減を補償するための減税や企業の社会保障負担
の軽減等の措置を講じた。この結果，成長率も
増加し，1999年には財政黒字が実現するに至っ
た。このような経緯により生じた財政赤字につ
いては，Alesinaらが指摘するように，歳出削
減と賃金引下げによる企業投資促進に基づく財
政再建が有効と考えられる。

これに対し，我が国においては，バブル崩壊
による景気循環的な財政赤字も一部存在するも
のの，巨額の財政赤字の大半は，急速な少子高
齢化が進み，社会保障支出の増大が予想されて
いたにもかかわらず，必要となる財源確保を
怠ったことから生じた構造的財政赤字によるも
のである。課税標準化の理論は，社会保障費拡
大が予想される場合には，早めの増税で対応す
べきと指摘しているが，我が国においては，そ

れとは逆に裁量的な減税が行われてきた。例え
ば，1997年の消費税増税もその増収分の多く
は所得税減税の財源に用いられ，さらには，
1999年に小渕内閣により財源の見通しがない
まま，６兆円もの巨額の減税（所得税・法人
税）が実施された。これらの減税による減収額
は，図５に示されているとおり，巨額となって
おり，我が国の財政赤字の主要な原因の一つと
なっている（内閣府（2012））。

社会保障支出の増加のみならず，財源の見込
みのない裁量的な減税の実施により生じている
我が国の財政赤字については，歳出削減のみに
基づく財政再建は非常な困難を伴う。従って，
相当規模の確実な増収策を含む財政赤字解消策
が不可欠である。例えば，IMF（2013）におい
ては，我が国の公債残高削減を開始するため，
2020年までにGDP比11％の財政赤字削減が必
要であり，今後，予定どおり，消費税率が10%

（軽減税率は想定せず）に引き上げられたとし
ても，財政赤字削減額はその半分にしかならな
いとする。GDP比5.5%のさらなる要調整額の
うち，非社会保障費のGDP比で１%の抑制，
社会保障支出の名目額の伸びの抑制，年金給付
の支給開始年齢の67歳への引上げおよび高額
所得者への年金給付減額といった非常に野心的
な歳出削減策でGDP比３%の財政赤字削減を
実現するオプションが示されているが，その場
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合も，消費税率の15%への引上げを中心とし
た増税策等により残りGDP比2.5%の増収が必
要としている。IMFの歳出削減策の提案には政
治的に非常に困難な削減策が含まれており，そ
れらが実現困難な場合には今後必要な消費税率
引上げ幅はさらに高くなる。また，軽減税率を
導入しない前提になっているので，軽減税率導
入時にも財源が必要となる。2020年以降も少
子高齢化により社会保障支出の増加が予想され
ており，さらなる増収策が必要となってこよう。

このように，我が国における財政再建策にお
いては，非常に強力な歳出削減措置を講じて
も，Alesinaらの指摘とは異なり，歳出削減を
主とした財政再建は困難である。これまで必要
な増収策を怠ってきたこともあり，我が国の租

税負担率が，主要国の中では米国と並び最低水
準になっていることに鑑みれば，それも当然と
考えられよう。

そもそも，財政赤字が生じる要因が各国に
よって異なることを踏まえれば，各国の事情を
勘案せずに，財政再建における歳出削減と増収
措置の割合に一律の最適比率が存在すると想定
すること自体に問題が多いと思われる。（頭痛
がすると訴える患者に，その理由を踏まえた治
療法を推薦するのではなく，一律に同量のアス
ピリンを与えることが最善の治療法と主張する
ことの問題点を想像せよ。）Mauro（2011）が
指摘したように，各国の社会的選好と財政構造
の特徴を反映した，現実的な財政再建策が求め
られる。

Ⅶ．終わりに

本稿においては，我が国につきAlesinaらの
財政再建における歳出削減と増収措置の割合に

ついての主張が，我が国に当てはまるかを検討
した。Alesinaらは，公務員給与削減が民間賃

図５　税制改正の影響を除いた税収（所得税・法人税）
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金低下をもたらし，それが企業投資を刺激する
と指摘するが，これまでの我が国においては，
公務員賃金は，人事院勧告制度の下，民間賃金
に準じて決定されている一方，企業別労働組合
制度の我が国においては，公務員賃金が民間賃
金に与える影響は限られていると考えられる。
実際，人事院報告に基づく公務員賃金および民
間賃金の時系列データに基づくグレンジャー因
果性の検定でも，そのことが確認され，Alesi-

naらの議論は当てはまらないことが示された。
また，社会保障支出削減が企業の労働コストを
引き下げる一方，増税は労働コストを引き上げ
るとのAlesinaらの指摘も，我が国の社会保障
と税の一体改革においては，労働コストに直接
影響を与える社会保険料の増加を消費税増税に
より抑制することが目的とされており，我が国
については適当でない。さらに，増税よりも公
務員給与削減・社会保障支出削減の方が政治的
に困難なため，後者の実施が政府の財政再建へ
の信頼を増すとのAlesinaらの指摘も，消費税
増税によりいくつかの内閣が退陣を余儀なくさ
れてきた我が国では成立しない。なお，最近の
IMF Economic Outlook （2010）等で強調され
ている付加価値税増税に対し，中央銀行が十分
な金融緩和を行わないため，景気に悪影響が生
じるとの指摘については，日本銀行は2013年
４月よりきわめて積極的な「量的・質的金融緩
和」を実施しており，そうした懸念については
心配ないものと思われる。

なお，本稿の指摘は，今後の財政再建におい
て歳出削減が重要でないことを意味しないこと
を強調しておきたい。公的年金のデフレ未対応
による過剰な給付や過大な公共事業等に代表さ
れるような非効率な歳出がまだ数多く存在して
いることに鑑みれば，不要な歳出の削減や非効
率な新規歳出措置の抑制は，重要かつ喫緊の課
題である。

しかし，今後の少子高齢化の進展により社会
保障支出の増加自体は不可避であることに鑑み
れば，我が国の財政再建は，歳出削減のみでは
実現不可能であり，消費税増税を中心とした大
幅な増収措置が不可欠である。増税を先送りす
ることは，財政危機を招くことになりかねない
だけではなく，将来世代の負担増大を通じ，世
代間の不公平もさらに悪化させる。それに対
し，Alesinaらの主張を，その根拠とされる要
因が我が国に該当するかを十分検証することな
く持ち出し，（さらにはAlesinaらが主張してい
ないことまで「アレシナの黄金律」と称して主
張し，）消費税増税等の増収措置の早期実施に
反対することには非常に問題が多い。

残念ながら，我が国の財政赤字の規模に鑑み
れば，先般決定された社会保障と税の一体改革
の確実な実施は本格的な財政再建の第一歩にす
ぎない。今後とも，Mauro（2011）が指摘した
ように，我が国の財政構造の特徴等を踏まえた
有効な財政再建策を先送りすることなく，進め
ていくことが強く望まれる。
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